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2018 年 4月 1日開催 民事訴訟法 
最優秀答案 

 

回答者 Ｔ.Ｈ  ７１点 

 

第１ 設問１（１） 

 １  裁判所は、当事者による主張なしに、平成２７年頃、ＡからＹに対して本件

土地が売却されているとの事実を認定してＸの請求を棄却することができる

か。弁論主義が問題となる。 

 ２  弁論主義とは訴訟資料の収集・提出を当事者側の権能かつ責任とする原則の

ことをいう。弁論主義が適用されると、裁判所は当事者が主張していない事実

を判決の基礎とすることはできない（弁論主義第１テーゼ）。 

    もっとも、弁論主義は主要事実（権利の発生・消滅等を直接基礎付ける事実）

にのみ適用される。間接事実や補助事実は訴訟において証拠と同じ働きをする

ところ、これらの事実にまで弁論主義を適用すると、自由心証主義（２４７条

参照）に反することになるからである。 

 ３  そこで、平成２７年頃、ＡからＹに対して本件土地が売却された事実が主要

事実に当たるか検討する。 

    かかる事実は、Ｘが主張した請求原因事実である、平成２６年頃ＡがＢに本

件土地を売却した事実に対する認否を基礎付ける事実である。すなわち、Ｘの

Ｙに対する本件土地の明渡請求権の消滅を直接基礎付ける事実ではないから

主張事実ではない。 

 ４  よって、上記事実は主張事実でない以上、弁論主義の適用はなく、裁判所は

当事者の主張なくしてかかる事実を認定し、Ｘの請求を棄却することができる。 

 

第２ 設問１（２） 

 １  本問も、同様に、ＢからＹに対して死因贈与された事実に弁論主義が適用さ

れるかが問題となる。 

 ２  かかる事実の主張は、本件土地がＡからＢに売却されたという主張を両立す

るものであり、抗弁となる。そうするとかかる事実はＸのＹに対する本件土地

の明渡請求権の消滅を直接基礎付ける事実であり、主要事実にあたる。 
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３  よって、上記事実には弁論主義の適用があり、裁判所は当事者の主張なくして、

上記事実を認定し、Ｘの請求を棄却することはできない。 

 

第３ 設問１（３） 

 １  本件で、裁判所がＢからＹに対する生前贈与を認定するためには、これを基

礎付ける事実の主張が必要である。 

    生前贈与を基礎付ける事実は民法５４９条によれば。「当事者の一方が自己

の財産を無償で相手方に与える意思を表示し」たことと「相手方が承諾」をし

たことである。 

    本件では両方の事実がＹにより主張されており、生前贈与を基礎付ける事実

の主張はある。 

 ２  なお、生前贈与されたとの主張はないが、これは法的評価の問題であり、裁

判所の専権に属するから、当事者による主張は必要ない。 

 ３  よって、裁判所はＢからＹに対する生前贈与を認定してＸの請求を棄却する

ことができる。 

 

第４ 設問２ 

 １  Ｘは訴訟上の和解が無効であることを主張できるか。訴訟上の和解に既判力

が生じるかが問題となる。 

    既判力とは前訴確定判決の判断内容の後訴に対する通有力なし拘束のこと

をいう。その根拠は手続保証の充足による自己責任である。 

    ここで、訴訟上の和解は当事者先導で行うものであり、裁判所の関与が薄い

ため、手続保障が充足しているとはいえず既判力発生の根拠を満たさない。 

    したがって訴訟上の和解には既判力が生じない。 

 ２  そうすると、Ｘは再審の訴えによることなく、訴訟上の和解が無効であるこ

とを主張することができる。 

    その方法については、期日指定の申立てと新訴提起の２つの方法が考えられ

る。前者は従前の訴訟資料を使うことができる点で利点があるが後者は審級が

利益の点で利点があり、甲乙つけがたい。 

    よって、Ｘは２つの手段を選択的に用いることができる 

 

以 上 

 


